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概 要
アメリカの労働市場では年々移民の割合が上昇しており,労働市場に対して移民が与える影

響も同様に大きくなっている.一方で,移民労働者はネイティブワーカーと比べて所得や雇用率
が低く,移民の増加は労働市場における格差の拡大を意味することになる.職業訓練をはじめと
した労働政策に移民が参加することによって,このような格差が是正されることが期待されて
いる.しかし,移民は労働市場において,様々な障壁を持っていることが知られており,労働政策
の利用に関しても情報的な障壁を持っていることが考えられる.
また,移民に対する職業訓練は移民の流入を促進させ,ネイティブワーカーの所得や雇用率

を減少させることが予想される.したがって,移民に対する職業訓練が労働市場に与える影響を
論じるにあたっては移民に対する影響に加え,移民の流入を通じたネイティブワーカーへの影
響を把握する必要がある.
本論文ではアメリカにおいて労働政策の提供機関がワンストップセンターという機関に一

新され,労働政策が広く労働者に提供されるようになったことを利用して,移民の情報格差の是
正がネイティブワーカーの labor outcomeに影響を与えるのかを分析した.本論文ではこの効
果を分析するにあたって.ワンストップセンターの州ごとでの設置タイミングが異なることを
利用して Difference-in-Difference 推定を行った.
本論文での推定結果ではワンストップセンターの設置により,移民の所得は向上し,移民流

入によりネイティブワーカーの賃金が減少したことが確認された.この推定結果から移民の所得
への弾力性は-1.45から-0.89であると計算できた.これは移民が 10 %増加することによってネ
イティブワーカーの所得が 8.9 %から 14.5 % 減少することを意味する.これは先行研究と比べ
て弾力性が大きく,移民が持つ情報的な障壁がなくなったことにより,移民の労働政策への参加
が促進され,移民の労働市場への参加が促進されたためであると言える. 一方で,雇用率に関し
ては移民についても,ネイティブワーカーについても統計的に有意な結果は確認されなかった.
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